
                                                   

            

令 和 ２ 年 ５ 月 ７ 日  

総 合 企 画 部 統 計 課  

０４３－２２３－２２３５  

平成２９年度千葉県県民経済計算の訂正について 

令和２年３月１１日に公表した平成２９年度千葉県県民経済計算の推計について、

平成２９年度の総人口、１人当たりの県民所得について、下記のとおり訂正があり 

ましたので、謹んでお詫び申し上げます。 

なお、訂正箇所については別紙参考のとおりで、関係機関、関係各位には、別途 

通知済みです。 

  

記 

平成２９年度 

 誤 正 

総人口 
６, ２３６千人 

（増加率０．０％） 

６, ２４６千人 

（増加率０．２％） 

１人当たり県民所得 
３，１９８千円 

（増加率４．２％） 

３，１９３千円 

（増加率４．０％） 

 

※ 平成２９年度千葉県県民経済計算年報についても、今後訂正を千葉県ホームペー

ジに掲載を予定しています。 
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令 和 ２ 年 ３ 月 １ １ 日  

総 合 企 画 部 統 計 課  

０４３－２２３－２２３５  

平成２９年度千葉県県民経済計算について 

   

平成２９年度千葉県県民経済計算の推計結果がまとまりましたので、概要を公表 

します。 

・ 平成２９年度の千葉県経済の規模（県内総生産）は、名目で21兆1,069億円、 

物価変動の影響を除いた実質では20兆1,635億円となりました。 

・ 経済成長率は、名目でプラス3.1％、実質でプラス2.5％となりました。名目 

では５年連続の増加となりました。 

・ 県民所得の総額は、19兆9,398億円（対前年度比4.2％増）となり、１人当た 

りの県民所得は、3,198 3,193千円（同4.2 4.0％増）となりました。 

 

 

 

１ 平成２９年度千葉県県民経済計算の概要 

千葉県県民経済計算は、千葉県における経済活動を総合的に把握することにより、県

の経済規模、産業構造などの県経済の実態を明らかにし、経済分析及び県経済に係る諸

施策等の基礎資料とすることを目的としています。  

この推計は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの１年間について、

個人、法人、団体、官公署等、千葉県におけるすべての経済活動を対象としています。 
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国との比較（主要項目） 

※国の数値は、『平成29年度国民経済計算年次推計（令和元年7月）』による。 
 

２ 各系列の状況 

（１）県内総生産（生産側） 

県内総生産（生産側）は、名目で21兆1,069億円、物価変動の影響を除いた実質で

20兆1,635億円となりました。 

その結果、経済成長率（対前年度増加率）は、名目プラス3.1％、実質プラス2.5％

となり、名目は５年連続の増加となりました。 

実質は３年連続の増となり、平成29年度の経済成長率プラス2.5％に対する寄与度

を見ると、プラスに寄与した主な産業は「製造業」（1.6％増）、マイナスに寄与した主

な産業は「卸売・小売業」（0.4％減）です。 

 
（２）県民所得（分配） 

県民所得は、総額19兆9,398億円で、対前年度比で4.2％増となりました。 

増加の内訳を見ると、「雇用者報酬」が2.8％増、「財産所得」が10.7％増、「企業所

得」が7.5％増となっています。 

県民所得の対前年度比4.2 ％増に対する寄与度を項目ごとに見ると、上記３項目

（「雇用者報酬」、「財産所得」及び「企業所得」）がすべてプラスに寄与しています。 

なお、１人当たりの県民所得は、3,198 3,193千円（4.2 4.0％増）となりました。 

 
（３）県内総生産（支出側） 

県内総生産（支出側）は、名目プラス3.1％、実質プラス2.5％となりました。 

増減の内訳を見ると、「民間最終消費支出」が名目2.0％増、実質1.7％増、「政府最

終消費支出」が名目 1.7％増、実質 0.3％増、「県内総資本形成」が名目 6.0％増、実

質4.9％増となりました。 

実質の経済成長率プラス2.5％に対する寄与度を見ると、上記３項目（「民間最終消

費支出」、「政府最終消費支出」及び「県内総資本形成」）がすべてプラスに寄与してい

ます。 

 

 

 千葉県 国 

Ｈ29年度 Ｈ28年度 増加率 Ｈ29年度 Ｈ28年度 増加率 

県（国）内総生産 
名目 211,069 204,674 3.1 5,474,085 5,367,950 2.0 

実質 201,635 196,662 2.5 5,316,781 5,219,789 1.9 

県（国）民所得 199,398 191,357 4.2 4,041,977 3,911,856 3.3 

１人当たり県（国）民所得 
3,198千円 
3,193 3,069千円 

4.2 
4.0 3,190千円 3,082千円 3.5 

（単位：億円、％） 



３ 県民経済計算について 

「県民経済計算」は、本県の経済活動を「生産」、「分配」、「支出」の三面から明ら

かにすることにより、県経済の規模や成長率、産業構造等を体系的、計量的に把握す

るための加工統計です。 

ＧＤＰや経済成長率等の推計を行っている「国民経済計算」の地域版に当たるもの

で、国際基準である「2008ＳＮＡ」の考え方に基づいた「国民経済計算」の推計方法

に準拠しています。 

なお、最新データにより平成１８年度まで遡及改訂を行っていますので、平成２８

年度以前のデータについても、今回の公表値を御利用ください。 

県民経済計算の詳細については、下記ホームページを御覧ください。 

 

《千葉県ホームページ》 

https://www.pref.chiba.lg.jp/toukei/toukeidata/kenminkeizai/index.html 

 

また、各都道府県の推計結果については、各都道府県の公表後に、内閣府が取りま

とめて公表しています。 

 

《内閣府ホームページ》 

https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/sonota/kenmin/kenmin_top.html 

 

  



主要項目の内訳（抜粋） 

１－１．県内総生産（生産側、名目） 

 

１－２．県内総生産（生産側、実質） 

区  分 
平成29年度 平成28年度 

金額 
（百万円） 

増加率 
（％） 

寄与度 
（％） 

金額 
（百万円） 

増加率 
（％） 

１．農林水産業 

２．鉱業 

３．製造業 

４．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 

５．建設業 

６．卸売・小売業 

７．運輸・郵便業 

８．宿泊・飲食サービス業 

９．情報通信業 

10．金融・保険業 

11．不動産業 

12．専門・科学技術、業務支援サービス業 

13．公務 

14．教育 

15．保健衛生・社会事業 

16．その他のサービス 

17．輸入品に課される税・関税 

18．（控除）総資本形成に係る消費税 

168,902 

9,602 

3,969,942 

1,014,757 

1,090,072 

1,717,373 

1,297,608 

500,123 

638,857 

812,074 

3,281,052 

1,176,189 

900,620 

772,912 

1,662,779 

1,118,113 

233,138 

127,539 

-0.0 

7.3 

8.6 

0.9 

4.5 

-3.9 

5.4 

0.6 

-0.0 

3.4 

3.2 

-0.4 

-0.7 

0.7 

1.4 

-0.6 

3.7 

9.1 

-0.0 

0.0 

1.6 

0.0 

0.2 

-0.4 

0.3 

0.0 

-0.0 

0.1 

0.5 

-0.0 

-0.0 

0.0 

0.1 

-0.0 

0.0 

0.1 

168,977 

8,946 

3,655,826 

1,005,466 

1,043,265 

1,786,959 

1,231,161 

497,143 

639,105 

785,044 

3,178,521 

1,180,541 

906,737 

767,416 

1,639,634 

1,125,275 

224,767 

116,939 

-7.7 

-10.0 

-0.4 

-5.0 

0.9 

2.4 

-2.3 

5.1 

-0.8 

-1.9 

2.1 

4.5 

-1.1 

-0.1 

2.0 

-2.7 

-3.0 

4.1 

県内総生産（生産側） 20,163,505 2.5 2.5 19,666,183 0.0 

開  差 -7,430 - - -3,800 - 

 

区  分 

平成29年度 平成28年度 

金額 

（百万円） 

構成比 

（％） 

増加率 

（％） 

寄与度 

（％） 

金額 

（百万円） 

増加率 

（％） 

１．農林水産業 

２．鉱業 

３．製造業 

４．電気・ガス・水道・廃棄物処理業 

５．建設業 

６．卸売・小売業 

７．運輸・郵便業 

８．宿泊・飲食サービス業 

９．情報通信業 

10．金融・保険業 

11．不動産業 

12．専門・科学技術、業務支援サービス業 

13．公務 

14．教育 

15．保健衛生・社会事業 

16．その他のサービス 

17．輸入品に課される税・関税 

18．（控除）総資本形成に係る消費税 

249,120 

12,428 

4,126,886 

1,377,639 

1,155,646 

1,768,967 

1,449,063 

536,826 

616,767 

676,459 

3,156,966 

1,247,858 

919,665 

786,053 

1,719,965 

1,183,769 

331,762 

208,911 

1.2 

0.1 

19.6 

6.5 

5.5 

8.4 

6.9 

2.5 

2.9 

3.2 

15.0 

5.9 

4.4 

3.7 

8.1 

5.6 

1.6 

1.0 

-0.3 

5.3 

10.4 

3.0 

5.4 

-2.9 

4.4 

-0.5 

-2.6 

2.1 

2.5 

0.2 

0.3 

1.4 

2.2 

0.2 

13.1 

10.6 

-0.0 

0.0 

1.9 

0.2 

0.3 

-0.3 

0.3 

-0.0 

-0.1 

0.1 

0.4 

0.0 

0.0 

0.1 

0.2 

0.0 

0.2 

0.1 

249,968 

11,801 

3,738,945 

1,337,706 

1,096,817 

1,820,958 

1,388,008 

539,324 

633,052 

662,409 

3,081,251 

1,245,433 

917,296 

775,268 

1,683,090 

1,181,693 

293,252 

188,840 

10.6 

-9.3 

0.5 

-7.4 

1.6 

2.9 

0.0 

9.9 

-0.0 

-4.2 

1.5 

5.0 

-1.0 

0.5 

3.2 

-2.6 

-12.5 

6.1 

県内総生産（生産側） 21,106,928 100.0 3.1 3.1 20,467,431 0.4 



２．県民所得（分配） 

区  分 

平成29年度 平成28年度 

金額 

（百万円） 
構成比 

（％） 
増加率 

（％） 
寄与度 

（％） 
金額 

（百万円） 
増加率 

（％） 
１．雇用者報酬 

２．財産所得（非企業部門） 

３．企業所得 

（１）民間法人企業 

（２）公的企業 

（３）個人企業 

14,390,057 

1,023,227 

4,526,479 

2,488,478 

80,075 

1,957,926 

72.2 

5.1 

22.7 

12.5 

0.4 

9.8 

2.8 

10.7 

7.5 

12.8 

2.9 

1.6 

2.0 

0.5 

1.6 

1.5 

0.0 

0.2 

14,000,193 

924,268 

4,211,275 

2,205,868 

77,782 

1,927,625 

1.6 

-5.6 

0.4 

 4.6 

-29.9 

-2.4 

県民所得（要素費用表示） 19,939,763 100.0 4.2 4.2 19,135,736 0.9 

（参考）一人当たり県民所得 

    総人口 

3,198千円 
3,193 
6,236千人 
6,246 

- 

- 

4.2 
4.0 
0.0 
0.2 

- 

- 

3,069千円 

6,236千人 

0.7 

0.2 

 

３－１．県内総生産（支出側、名目） 

区  分 

平成29年度 平成28年度 

金額 

（百万円） 
構成比 

（％） 
増加率 

（％） 
寄与度 

（％） 
金額 

（百万円） 
増加率 

（％） 
１．民間最終消費支出 

２．政府最終消費支出 

３．県内総資本形成 

（１）総固定資本形成 

 ａ．民間 

  （ａ）住宅 

  （ｂ）企業設備 

  ｂ．公的 

（２）在庫変動 

４．財貨・サービスの移出入（純）・ 

統計上の不突合 

15,763,469 

3,789,995 

4,592,500 

4,450,296 

3,804,238 

891,116 

2,913,122 

646,058 

142,204 

-3,039,036 

 

74.7 

18.0 

21.8 

21.1 

18.0 

4.2 

13.8 

3.1 

0.7 

-14.4 

 

2.0 

1.7 

6.0 

2.3 

4.5 

1.9 

5.3 

-8.7 

- 

0.3 

 

1.5 

0.3 

1.3 

0.5 

0.8 

0.1 

0.7 

-0.3 

0.8 

0.0 

 

 15,455,919 

3,727,010 

4,331,495 

4,349,627 

3,641,945 

874,235 

2,767,710 

707,682 

-18,132 

-3,046,993 

 

0.3 

0.6 

3.2 

0.3 

0.7 

7.8 

-1.4 

-1.6 

- 

-4.0 

 

県内総生産（支出側） 21,106,928 100.0 3.1 3.1 20,467,431 0.4 

 

３－２．県内総生産（支出側、実質） 

区  分 

平成29年度 平成28年度 

金額 

（百万円） 
増加率 

（％） 
寄与度 

（％） 
金額 

（百万円） 
増加率 

（％） 
１．民間最終消費支出 

２．政府最終消費支出 

３．県内総資本形成 

（１）総固定資本形成 

 ａ．民間 

  （ａ）住宅 

  （ｂ）企業設備 

  ｂ．公的 

（２）在庫変動 

４．財貨・サービスの移出入（純）・ 

統計上の不突合・開差 

15,572,619 

3,709,507 

4,415,049 

4,291,681 

3,685,015 

830,490 

2,855,735 

609,137 

141,732 

-3,533,670 

 

1.7 

0.3 

4.9 

1.3 

3.6 

0.1 

4.6 

-10.3 

- 

- 

 

1.3 

0.1 

1.1 

0.3 

0.6 

0.0 

0.6 

-0.4 

0.8 

0.1 

 

15,313,270 

3,696,820 

4,208,254 

4,236,502 

3,558,622 

829,445 

2,729,208 

678,739 

-18,140 

-3,552,161 

 

0.7 

0.8 

3.9 

0.9 

1.3 

8.2 

-0.7 

-1.3 

- 

- 

 

県内総生産（支出側） 20,163,505 2.5 2.5 19,666,183 0.0 

 



〈用語解説〉 

2008ＳＮＡ 
ＳＮＡとは“Ｓystem of Ｎational Ａccounts”の略称である。 
一国の経済状況を体系的に記録する国際基準のことをいい、2008ＳＮＡは、国連が 2008 年に加盟
国に導入を勧告した国民経済計算体系。 

 
実質（値） 
県内総生産は、生産された財・サービスの価格騰落の影響を受ける（例：前年度と同じものを同じ

分量、生産していても、価格が２倍になると県内総生産も２倍になる）。 
この影響を取り除き、基準となる年の価格を100として、物価水準の変化で割り引くことで表した

値を実質（値）という。 
 県内総生産について、生産側、支出側ともに連鎖方式によって実質（値）を求めている。 
 
県内総生産（生産側） 
１年間に県内の生産活動によって新たに生じた付加価値を表すもので、産出額から中間投入額を差

し引いて求められる。 
 
産出額 
生産活動によって生み出された財・サービスの総額。 

 
中間投入 
生産の過程で原材料・光熱燃料・修繕費等として投入された財・サービス。 

 
県民所得 
生産活動により産み出された付加価値を所得面から集計したもので、雇用者報酬、財産所得、企業

所得から構成される。 
 
雇用者報酬 
生産活動から発生した付加価値のうち、雇用者への分配額を指す。 

 
財産所得 
他の経済主体に金融資産などを使用させたときに生じる所得（利子等）。 

 
企業所得 
企業の営業余剰（企業会計上の営業利益に近い）に、企業部門の財産所得の純受取額（受取－支払）

を加えたもの。 
企業所得 ＝ 営業余剰＋ 企業部門の財産所得の受取 － 企業部門の財産所得の支払 

 
県内総生産（支出側） 
生産活動により産み出された付加価値を、需要面から集計したもので、最終消費支出、県内総資本

形成、財貨・サービスの移出入（純）から構成される。なお、概念上は生産側と同額になるが、推計
方法の相違から、不一致が生じ、その差額を「統計上の不突合」として、支出側に計上している。 
 
最終消費支出 
民間部門（家計・対家計民間非営利団体）と政府が、主として最終生産物（生産活動に用いられず

消費される財・サービス）の取得のために行った支出。 
 
県内総資本形成 
企業、政府等の支出のうち、「建築物、機械設備などの固定資本の新規取得額」と「在庫の増減額」

等。 
 
財貨・サービスの移出入（純） 
県外への財貨・サービスの販売額（移出）と、県外からの購入額（移入）の差額。 


